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　１９８９年６月，学生による民主化運動の武力的
解決（１９８９年天安門事件）の影響を受け，その
後中国と西側諸国との経済関係は一気に停滞し，
外資直接投資導入にも深刻な影響を及ぼした。
中国政府は多面的に局面の打開策を探り，つい

に，１９９０年１月に，最大懸案事項であった北京
の戒厳令が解除され，中国と西側諸国との経済
交流はようやく再開に向けての第１歩を踏み出
したと言えよう。外資直接投資においては，香
港をはじめ，西側先進国の対中直接投資も徐々
に回復し，１９９１年末では，それまでの最高投資
額（実行ベース）の４３.８億ドルに達した。
　１９９２年年頭，鄧小平は南方視察を行い，途中
で様々な談話を発表し，それがいわゆる「南巡
講話」と言う形で中共中央第２号文書として整
理発表された。この「南巡講話」の発表は，当
時の対中直接投資に対する外資側の不安感・躊
躇感を払拭する意味からすれば，意義が大きい。
「南巡講話」の中で提起されたいわゆる「中国の
特色のある社会主義」建設の観点は，社会主義
市場経済体制の理論的根拠となっている。社会
主義市場経済理論の形成の背景，プロセスの詳
細については，片岡幸雄教授の著書１）を参照さ
れたいが，ここでは，紙幅の制約により，社会
主義市場経済体制の内容について概括的にまと
めてみたい。
　改革開放以来，中国の経済体制の改革は，計
画経済を主とし，市場調整機能を副とする経済
体制から計画的商品形態と市場経済調整と結合
する経済体制へといくつかの段階を経て行われ
てきた。１９９２年初頭の鄧小平の「南巡講話」で
は，経済体制の改革について，さらに次のよう
な認識を明らかにした。計画経済は社会主義と
イコールではない，資本主義にも計画はある。
市場経済は資本主義とイコールではない。社会
主義にも市場はある。計画と市場はいずれも経
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済手段であり，計画の部分が多いか市場の部分
が多いかは，社会主義と資本主義を分ける決定
的なものではない２）。このような基本認識は
１９９２年党の第１４回全国代表大会において，「社
会主義市場経済」建設方針として定着した。さ
らに，１９９３年，「社会主義市場経済体制の確立
に関する若干問題の決定」では，社会主義市場
経済の確立，改革開放の一層の推進のための基
本路線を１０項目にわたって決定した。
　「社会主義市場経済体制」とは何か，どうやっ
て実現するのかということについては，上記
「決定」の中で次のようにまとめている。「社会
主義市場経済体制は，社会主義の基本制度と結
合したものである。社会主義市場経済体制の確
立は，国のマクロコントロール下で，市場が資
源配置に対して基礎的な役割を果たすことであ
る。この目標を実現するには，公有性を主体と
し，様々な経済成分が共に発展する方針を堅持
し，国有企業の経営メカニズムを一層転換し，
市場経済の要求に即応し，所有権がはっきりし，
権限と責任が明確で，行政と企業が分離し，管
理が科学的な近代的企業制度を確立しなければ
ならない。全国統一開放の市場体系を確立し，
都市・農村市場の緊密な結合を実現し，国内市
場と国際市場を互いに結び付け，資源の最適な
配置を促さなければならない。政府の経済管理
機能を転換し，間接的手段を主とするマクロコ
ントロール体系を確立し，国民経済の健全な運
行を保障しなければならない。労働に応じた分
配を主体にして，効率優先，公平を配慮した所
得分配制度を確立し，一部の地区，一部の人が
先に富裕になり，ともに富裕になる道を歩むこ
とを奨励しなければならない。多段階の社会保
障制度を確立し，都市・農村住民にわが国の国
情に即応した社会保障を提供し，経済の発展と
社会の安定を促さなければならない。これら主
要な部分は互いに関連し合い，また互いに制約
し合っており，社会主義市場経済体制の基本的

な枠組を構成する３）」。
　上記「規定」では，社会主義市場経済体制の
確立に向けて，経済分野に関わる項目は次の４
つにまとめられよう。
　①　国有企業の経営メカニズムを転換し，近
代的企業制度を確立する。具体的には，財産所
有権の関係をはっきりさせる。企業の国有資産
の所有権は国家に属し，企業は国を含む出資者
の投資によって形成された法人財産権を有し，
民事的権利を持ち民事的責任を負う法人実体と
なる。
　企業はその全法人財産を使用し，法に基づき
自主的に経営し，損益に自ら責任を負い，出資者
に対して資産の価値維持・価値増殖に責任を負
う。出資者は企業に投入した資本の額に応じて
所有者の権益，すなわち資産からの受益，重大
な意思決定，管理者の選択などの権利を有する。
　企業は市場の需要に合わせて生産・経営を行
い，労働生産性と経済効率（収益）の向上を目
的し，企業は行政機関への依存から離脱し，国
は企業に対する無限責任を解除し，政府は企業
の生産・経営活動に直接関与しない。経営の請
負制を発展させ，株式制度を実験的に導入し，
企業連合を作るなどの方式で国有の大中型企業
の経営メカニズムを変え，企業を市場に対応す
る。企業を市場経済の主体にするには，さらに
行政と企業の分離，中央と地方の権限の分割な
どが必要とされた。
　②　市場体系の育成と発展。市場による資源
の最適配置という基本機能を発揮し，生産要素
市場の発展に重点を置き，市場の運行を規範化
し，地域，部門間の分割的，閉鎖的状況を打破
し，平等な競争的環境を作り，統一的，開放的，
秩序のある競争市場を形成しなければならない。
　価格改革を推進し，市場による価格形成メカ
ニズムを確立しなければならない。主としては，
価格全体水準の相対的安定を保持することを前
提に，競争性のある商品とサービスの価格を開
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放し，政府が価格を決定する商品とサービスの
価格を順次削減し，生産手段の二重価格性を速
やかに廃止する。生産要素価格の市場化プロセ
スを速め，生活に関わる重要商品の備蓄制度を
確立，整備し，市場価格を安定させる。当面の
市場体系育成の重点は，金融市場，労働市場，
不動産市場，技術市場と情報市場などを発展さ
せることである。
　③　対外開放政策の続行を断固に実施し，対
外開放の足取りを速め，国際，国内における両
市場，両資源を十分に利用し，資源の配置の最
適化を図る。国際競争と国際経済協力に積極的
に参加し，現段階における中国の比較優位を発
揮し，開放型経済を発展させ，国内経済と国際
経済の相互促進と相互補完を実現する。
　全面的開放を実施する。経済特区，沿海開放
都市，沿海経済開放地帯，及び国境地帯，長江
（揚子江）沿線地帯内陸部中心都市の対外開放を
推進し，開放地区の波及効果や先導的役割を十
分発揮させる。
　主要交通幹線地帯の開発・開放を加速する。
中・西部地区への外資直接投資による天然資源
の開発・利用を鼓舞し，経済の振興を促進する。
対外開放の領域を拡大し，生産要素の流動性と
交換性を高め，工業と貿易との連携を重視した
上で，その他の産業分野の対外開放やサービス
貿易分野の発展を促進する。外資直接投資を広
範に，高レベルへ，深化させる方向へ調整する。
　対外経済貿易体制を一段と改革し，国際社会
の慣行規則に適合した運営システムを確立する。
政策の統一性，経営の自由化，平等な競争，損
益自己負担，工業と貿易の結合を堅持し，貿易
の代理制度の改革を推進する。前企業の対外経
営メカニズムの転換を速め，条件に備えた生
産・価格技術企業の対外貿易経営権を与え，国
際化，実業化，集団化した総合貿易商社を育成
する。為替相場管理，租税，信用貸付などの経
済手段を運用し対外経済活動を円滑に調節する。

　輸出入管理制度を改革し，指令性計画を廃止
し，行政的関与を減らす。量的制限を実施して
いる少数の輸出入商品に対する管理は，効率，
公正，公開の原則に則って，割当制，入札競売，
計画的分配の手法を取る。
　海外の資金，技術，人材，管理ノウハウを積
極的に導入し，投資環境と管理方法を改善し，
導入規模を拡大し，投資分野を広げ，国内市場
を一段と開放する。外資直接投資の重点分野を
インフラ設備，基幹産業，ハイテク・新技術産
業，伝統企業の設備更新に置き，輸出促進型企
業の設立を奨励し，中国の資源と市場における
比較優位を発揮し，外資直接投資や海外先進技
術の導入を通じて経済発展を促進する。
　④　科学技術体制と教育体制を一層改革する。
科学技術は第１の生産力であるという認識から，
科学技術への投入を増やし，研究開発，新技
術・ハイテク技術及びその産業と基礎研究の発
展を推進し，科学技術の成果を現実の生産力に
転化するのを促進する。科学技術と経済の発展
の一体化を積極的に推進める。第１には，国民
経済の中の重大かつ核となる技術分野を選択し，
研究開発部門を統一的に調整し，組織する。第
２には，自主開発と技術導入が相互に促進し合
うような新たな枠組を確立し，技術導入と技術
革新への取組みを実施する。ハイテク・新技術
産業開発区の運営を通じて，その成果の商品化
と産業化を促す。第３には，産・学（研究機関
を含む）連携による技術開発の取組みを奨励し，
ハイテク・新技術による伝統産業の技術水準の
高度化を速める。第４には，技術移転を促進さ
せるため，仲介機関，中間試験，工業試験用の
施設の設立を促し，地域と業種の技術革新組織
と技術普及ネットワークを確立する。第５には，
国防用軍事工業科学技術の民用分野の移転を積
極的に推進する４）。
３．１．２　全面的対外開放の展開

　本シリーズ稿の（Ⅰ）でも述べたように，外
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資直接投資の利用は「開放」政策の重要な内容
の一つとなっている。社会主義市場経済体制を
確立するこの時期においては，外資直接投資導
入をさらに深化させるために，対外開放が全面
的に展開された。まず地理的に見る全国的開放
を見てみよう。開放領域の拡大による全方位，
重層的対外開放が展開される。従来の経済特区，
沿海開放都市，沿海経済開放地帯のほかに長江
中下流の蕪湖，九江，黄石，武漢，岳陽，重慶
の６つの沿江通商都市を開放，吉林省琿春，黒
龍江省绥芬河，黒河，内蒙古満州里，二連浩特，
新疆伊寧，塔城，博楽，雲南瑞麗，畹町，河口，
広西憑祥，東興１３の内陸国境都市の開放とこれ
ら都市に対する国境貿易と対外経済合作権限を
与えた。さらに，上記１３都市に丹東を加えた１４
都市への外資投資の引き込むために国境経済合
作区の創設を実施した。南昌，合肥，南寧，長
沙，鄭州，石家庄，太原，呼和浩特，長春，哈
爾濱，西安，蘭州，銀川，西寧，烏魯木齊，成
都，昆明，貴陽１８の内陸省都を開放都市に決定
した。上記沿海，沿江，国境開放都市で５２の
高・新技術産業開発区，１１の観光リゾート地の
設立等の開放措置を経て，全国で３５４の市
（県），５５万平方キロメートルが開放されること
となり，居住人口は３億３千万人に及ぶ。産業
分野から見る対外開放の拡大については，次節
で見ることにする。

３．２　外資直接投資導入政策の整備と変化

３．２．１ 税制改革による国内・外資本企業に

対する徴税の統一化

　本シリーズ稿（Ⅰ），（Ⅱ）ですでに述べたよ
うに，改革開放後中国の税収体系は基本的には
国内資本企業と外資系企業と別けて，二つの税
収体系の下で徴税を行ってきた。前述したよう
に，１９９２年以後，いわゆる社会主義市場経済体
制の確立につれ，より統一的，明瞭な，合理的，
秩序ある税収体系の確立が重要になってくる。

１９９３年１２月，国務院は国家税務総局が提出した
「工商税制改革の実施について（案）」を審査し
改革案の実施を批准した。これを受け，一連の
関連暫行条例と関連法規を公布し，１９９４年１月
１日から実施し始めった。この意味からすれば，
１９９４年の税制改革は改革開放後中国の税収制度
改革の一里塚であったと言えよう。
　１９９４年の税制改革は工商税制の全体的構造改
革であり，改革の範囲は流通税制，所得税制及
びその他税制に及び，そのうち，流通税制の改
革は今回の税制改革の重点的内容となっている。
個人所得税，流通税等については，外国人及び
外資系企業と中国人および国内資本企業に同じ
税法が適用されるべく統合が完了しているが，
企業所得税については，２００８年の国内・外資本
企業の企業所得税統合（税制改正）を待たねば
ならなかった。今回の税制改革について具体的
に言えば，以下の４点にまとめられよう。
　①　流通税制の全面的改革。従来国内資本企
業に対して徴収する商品税，増値税（付加価値
税），営業税及び外資系企業に対して徴収する工
商統一税を調整合併し，規範化した付加価値税
を中心とし，消費税と営業税を設置し，３種税
収手段並列する新流通税収体系を確立した。一
般的な生産と流通過程において増値税を徴収す
る。これをベースにおいて，一部の少数の消費
財に限って上記の生産・流通過程において消費
税を徴収する。一般的労務サービスの提供，知
的所有権の移転と不動産売買を従事する企業に
関して営業税を徴収する。新流通税収体系の適
応範囲は国内外資本企業を統一し，市場経済の
要求に応じる。
　外資系企業に対して，上記増値税，消費税及
び営業税の租税暫行条例への適応については，
国発［１９９４］１０号の通知では次のように規定し
ている。１９９３年１２月３１日以前に批准を受け設立
した外資系企業は，増値税，消費税，営業税の
徴税への切替えにより以前より負担増になった
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税額は，税務当局へ申請し批准を受けた場合，
既定の経営期限年数内（最大５年以内）で還付
することができる。経営期限が定めていない場
合，最大５年間負担増になった税額を還付する
ことができる。
　増値税と消費税を同時に納付する外資系企業
については，従来より負担増になった税額は，
増値税と消費税の上納比率に応じそれぞれ多く
負担した税額分を還付する。
　外資系企業の生産商品は直接輸出あるいは輸
出企業へ納入している場合，増値税暫行条例に
従い，輸出申告と納税証明をもって還付申請を
行うことができる。還付申請，批准手続きおよ
び還付税額の計算は税務当局より別個の規定を
定める。営業税の還付については，各省，自治
区，直轄市政府の規定に従うこととする。還付
申請は原則的に年度末にまとめて申請すること
とし，負担増加額が多い場合，四半期ごとでの
申請をした後年度末で清算することができる５）。
　②　国内資本企業に対して統一した企業所得
税制を実施する。従来の企業形態別に分類され
た国営企業所得税，集団企業所得税，私営企業
所得税，国営企業調節税などの税目を廃止する。
同時に，国有企業の企業所得税の請負納付制度
を廃止する。
　③　統一した個人所得税制を実施する。従来
の個人所得税税，個人収入調節税と個人工商経営
所得税を統一した新個人所得税として実施する。
　④　その他の税目の調整，廃止と新設。主に
調整が行われた税目は資源税，都市建設税，不
動産税，土地使用税，車両船舶使用税である。
廃止した税目は市場（いちば）取引税，家畜取
引税，燃油特別税，特別賞与税，給与調節税で
ある。新設した税目は土地付加価値税と証券取
引税などである。
　今回の税制改革では，徴税及び税収確保のた
めに，分税制を導入した。すなわち税収を税目
及び納税主体別に，徴税機関，並びに税収配分

先を中央と地方に分類するものとした。なお，
この分類は単純に国家税務局が国税を主管し，
地方税務局が地方税を主管するのではなく，財
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表３－１　１９９４年税制改革後の税目の概要

対 象 企 業 ・ 個 人

外資系企業・外国人中国国内資本企業・
中国人

増　 値　 税

流通税

営　 業　 税

消　 費　 税

関　 　 　 税

資　 源　 税

農　 業　 税

農　業　特　産　税

牧　 業　 税

外国投資企業及び外
国企業所得税企業所得税

所得税
個　人　所　得　税

都市土地家屋税家屋税

財産税

土地使用税

車両船舶使用税

車両船舶使用鑑札税

車　両　取　得　税

契　 約　 税

耕地占用税

船　 腹　 税

都市維持建設税注１

行為税

印　 紙　 税

固定資産投資方向調
節税

土　地　増　値　税

屠　　　殺　　　税

宴席税

注１：２０１０年１２月から外資系企業にも徴税対象とする
方針を決めた（『日本経済新聞』，２０１０年１０月２９
日付）。

出所：伍舫著『税収優遇指南』（第３版），中国税務出
版社，２００６年，安体富，王海勇等著『当前中国
税制改革研究』，中国税務出版社，２００６年，中
央青山監査法人／税理士法人中央青山編，簗瀬
正人，斎藤公彦著『中国税務・会計ハンドブッ
ク（第３版）』，東洋経済新報社，２００６年の関連
資料より筆者作成。なお，本表は２８税目のうち
２６税目を列記しているが，証券取引税と燃油税
に関しては，税目として設けていたものの，現
時点は徴収開始していない税目である。



源別に中央税・地方税・中央地方共通税に分け
られる。今回の税法例の整備，徴税体制の整備
により，これまで３２税目から２８税目にまとめら
れた。そのうち，外資系企業に適応する税目は
１８となるが，屠殺税と宴席税は１９９４年の税制改
革に伴いその管理権が地方へ下放され，継続徴
収するかあるいは徴収を停止するかの判断は地
方に任されたが，現状としてはほとんど徴収さ
れていない状況にある６）。
３．２．２　産業構造の高度化を図るための外資直

接投資導入管理の強化

　１０年以上も続いた外資直接投資導入の中で，
外資直接投資の量的増大を一点張りにしてきた。
後述するように，この時期から，いわゆる世界
的な多国籍企業の対中投資も増大するようにな
り，従来に比べて漸次事業内容も資本集約的，
技術集約的度合いが高まってきた。この状況か
ら，これまでの量的増大趨勢にある外資直接投
資の導入を自国の産業構造の転換，高度化を図
るための取組みがより重要になっている時期を
迎えたと言えよう。また，本シリーズ稿（Ⅱ）
で議論してきたように，従来の外資系企業に対
して与えてきた優遇政策は国内資本企業からす
れば競争上の不平等の問題，優遇措置の不正利
用に走る偽装外資系企業の発生などと言った問
題を改善するため，外資直接投資導入の管理の
強化が図られた。
　１９９５年６月，国家計画委員会，国家経済貿易
委員会，対外貿易経済合作部共同で「外資直接
投資方向の指導に関する暫定規定」（「指導外商
投資方向暫定規定」）及び「外資直接投資産業指
導目録」（「外商投資産業指導目録」）を公布し
た。規定及び目録によると，奨励項目，許可項
目，制限項目，禁止項目の４つに分類され，奨
励・制限・禁止項目に属さない項目は許可項目
とされ，上記目録に列記しないこととする。奨
励項目は，以下のように規定されている。
①　農業の新技術，農業の総合開発とエネル

ギー，交通，重要原材料工業の建設項目
②　ハイテク技術，先進技術で製品性能を改
善，エネルギーと原材料を節約，企業の
技術経済効率の向上ができる，または市
場の需要に適合し，国内の生産能力が不
足している新設備，新材料項目

③　国際市場の需要に適合，製品ランクの向
上，新市場の開拓，製品の国外販売の拡
大，輸出増のできる項目

④　資源の総合利用と資源の再利用及び環境
汚染を防止する新技術，新設備項目

⑤　中西部地区の労働力と資源の優位を発揮
でき，国の産業政策に適合する項目

⑥　国の法律，行政法規で奨励を規定するそ
の他の項目

　制限項目は（甲）種と（乙）種に分けられ，
前者は国内ですでに開発，または既に技術導入
し，生産能力が既に国内市場の需要を満たして
いる項目，後者は国が外国企業の投資導入を執
行，または専売を実施する産業項目，希少，貴
重な鉱産資源の探査，採掘に従事する項目，国
の統一計画が必要な産業項目などである７）。
　上記指導目録は外資投資項目の審査，批准を
指導する根拠となり，国は産業政策に基づき，
インフラ整備，基礎産業，国有企業の技術改造，
資本・技術集約型産業への外資直接投資導入を
奨励し，金融，商業，観光などのサービス分野
も適度に開放するということである。
　１９９８年１月１日から，国家計画委員会が９７年
下半期，４４関係部門から出された２７６の改正意
見を求めて，新たに修正した「指導目録」に基
づいて外資直接投資の導入が行われるように
なった。この「指導目録」も基本的な枠組は従
来のものとほぼ同様であるが，修正「目録」で
は改正は小範囲に留められており，奨励項目と
制限項目については，関税及び増値税が免除さ
れ，合せて外国投資案件非免税輸入商品リスト
も公表された。目録の中でも，同じ分類項目が
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制限項目と禁止項目の両面にまたがっているも
のもあるが，この場合は中国の生産レベル，市
場ニーズ，労働力の生産能力等を考慮してのこ
とである。奨励項目では，特に製品の質を高め
ると言ったことに重点を置いて選別されている。
禁止項目は主要な工程や重要な技術の習得がほ
ぼ峠を超えており，もう新しい技術の導入は必
要がないというものである８）。
　第３次産業への外資直接投資の開放について
は，センシティブな分野への外資投入を実験的
に行い，１９９６年「合弁企業による貿易公司の設
立に関する実験的暫行弁法」を公布し，貿易分
野への外資導入を実験的に始まった。さらに，
１９９９年「商業企業に対する外資直接投資の実験
弁法」の公布により商業分野への外資導入を実
験的に始まった。
　周知のように，中国は WTOへの加盟が実現
できたのは２００１年１２月（加盟の正式発効）のこ
とであるが，WTO加盟や新たな形態による投
資の増加に伴い，外資直接投資に関連する新規
策定・改正が必要となっている。WTOの貿易
関連投資措置（TRIM）は，直接投資全般を対
象とするものではないが，内国民待遇と数量制
限の一般的廃止に違反する投資措置を禁止して
いる。同時に，中国はWTO加盟時点でのTRIM

履行を表明しており，これと関連して，２０００年
１０月，中外合弁・独資企業法の改正が行われ，
さらに，２００１年３月合弁企業法の改正を加わっ
た。主な改正ポイントは下記のようなものであ
る。
　第１には，外資系企業の外貨バランス規制の
撤廃である。その内容については次項を参照さ
れたいが，実務レベルでの外貨管理が先行して，
外資系企業に対する管理法規はその後を追う形
となっていた。
　第２には，外資系企業の原料・部品調達の地
域制限の撤廃である。これまでは，外資直接投
資に伴う輸入の増加を抑制するために，多くの

外資系企業に対して原料・部品の現地（中国国
内）調達を義務付けてきた。しかし，当該時期
の後半にないって，国内で調達できる原料・部
品の価格・品質が，輸入品に対抗できる水準に
達してきたこともあり，また外資系の原料・部
品メーカーの進出が増えてきたことから，現地
調達を義務付ける意義もさほど重要ではなく
なった９）。
　第３には，外資系企業の輸出義務の撤廃であ
る。これまで，外資系企業に対してその製品の
輸出に向けることを奨励すると同時に，一定以
上の輸出の割合，いわゆる輸出義務付けを行っ
てきた，しかし，輸出義務付けと言ったような
要求は，明らかにWTO，TRIMに合致しないこ
とから，外資系企業は国内資本企業と同様に製
品販売の自主権をもつことが改めて強調される
ようになり，輸出奨励措置は従来通りであるが，
輸出義務付けが撤廃されるようになった。
　このほか，外資系企業が生産・経営計画を政
府の主管部門に報告するという計画経済的な制
限も撤廃され，現地調達，技術移転，研究開発
などを投資の認可条件としないことを明らかに
している。
３．２．３　外資直接投資企業に対する外貨管理

の刷新

　本シリーズ稿の（Ⅰ），（Ⅱ）で見てきたよう
に，これまでの外資直接投資企業に対する外貨
管理の大原則と言うものは，外資直接投資企業
自身による外貨収支のバランスを保持すること
である。政府は外資系企業の外貨収支や外貨専
用口座に対してマクロ監督管理を行い，外資系
企業は銀行による外貨決済を行うことができず，
批准を受けた後いわゆる外貨調整センターで調
整価格で決済を行うこととなっていた。前述し
た社会主義市場経済体制の確立及び一層の対外
開放を促進するため，外貨管理体制を一層改革
することが必要不可欠なこととなる。１９９３年１２
月２８日に，「外国為替管理体制を一層改革するこ
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とに関する公告」を公布し，１９９４年１月１日よ
り実施し始めた。当該「公告」の具体的な実施
方法として，１９９４年３月６日中国人民銀行が
「外国為替の決済，売却，支払管理暫定規定」を
公布した。今回の外貨管理体制の改革の主な特
徴は，「銀行を通じた受取外貨の集中制」，「銀行
を通じた外貨の売渡しと対外決済」，「人民元の
為替レートを市場レートに一本化したこと」な
どである。そして，１９９７年１月の「外国為替管
理条例」の改正をもって，関連法律，制度も一
応の体系が整った。外資直接投資企業に関連す
る部分は以下のようにまとめられる。
　第１には，経常収支項目の対外支払いに対す
る制限の撤廃。９４年の改革時では，経常収支項
目の大部分の取引については，外貨の購入と支
払いに関する制限を撤廃したが，ごく一部の非
貿易，非営利目的の外貨購入については審査許
可を必要としていた。また，この時点では外資
系企業が輸入のために外貨を購入する場合は，
年度検査証書１０）を提示する必要があった。９６年
７月，外資系企業も外国為替指定銀行１１）を通じ
た外貨購入や対外支払いの適用対象になった１２）。
これにより，外資系企業の経常収支項目におけ
る外貨との交換は，国内資本企業同様制限を受
けなくなり，それまであった経常収支項目の交
換制限が撤廃されたと同時に，外資系企業を対
象とする外貨調整センターの業務も停止され，
すべての外貨調整センターはその歴史的任務を
終え，閉鎖された１３）。
　１９９６年１２月１日より，中国は IMFの協定第
８条を受け入れ，人民元の経常収支項目におけ
る交換性を認め，いわゆる IMF８ 条国への移行
が実現した。翌年１月，上記「外国為替管理条
例」の改正を行い，経常収支項目の対外支払い
と移転に対して制限を加えないことを追加した。
これは外資系企業の利益の国外送金が制限を受
けないことを意味し，対中投資の意欲を高め，
投資環境の改善に繋げた。

　第２には，受取外貨の銀行への売渡し義務。
外資系企業は外貨建ての決済用口座を設け，預
け入りすることができる。しかし，国家外貨管
理局及び支局は，外資系企業の外貨建て決済用
口座に対し，留保できる外貨の最高限度額を認
定する。その限度額以内であれば，外貨を留保
することも，また外国為替指定銀行又はイン
ターバンク外国為替取引センターに売り渡すこ
ともできる。限度額を超える部分については，
外国為替指定銀行またはインターバンク外国為
替取引センターに必ず売り渡さなければならな
い１４）。
　第３には，資本・金融収支項目に対する制限，
個別許可。外資系企業の資本・金融項目に関わ
る外貨収入の主なものは，外貨による直接投資
資金，国内外での外貨建て借入金，国外での外
貨建て債券の発行などである。この管理につい
ては，次のいくつかの段階がある１５）。
　①　外貨登録管理については従前通り，設立
の認可を受けた外資系企業が工商行政間機関か
ら営業許可書を受取り，管轄内の外貨管理局で
外貨登録の申請を行った後，発行された外貨登
録証と口座開設通知書にもとづき，専用預金口
座を開設する。
　②　開設された外貨専用預金口座についての
管理は，外資系企業の資本・金融項目に関わる
各種外貨収入，例えば，外貨建て資本金，対外
借款，対外借款の転貸金１６），国内の内資系金融
機関からの外貨建て借入，元利金弁済用の外貨
などの資金は口座開設銀行にそれぞれの専用口
座を設け，預け入りしなければならない。
　③　外資系企業の対外債務については，基本
的には制限を設けない。ただ，外貨管理局に対
して対外債務の登録が義務付けられている。な
お，国内の機関の対外保証１７）差入を条件とする
外資系企業の対外借入は，外貨管理局の承認が
必要とし，国の対外債務の計画管理に含まなけ
ればならない。外資系企業の対外債務の元本の
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返済については，国内資本企業と同様に，外貨
管理局の審査承認を受けた後，外国為替指定銀
行あるいはインターバンク外国為替取引セン
ターで取り扱うことができる。
　④　外資系企業の資本・金融収支項目に関わ
る外貨の支払いの主なものは，投資資金の回収
と対外債務の元本の返済である。外資系企業の
外貨資本金の国内送金，清算後の資金の国外送
金，契約または定款に定められた期限までに資
本金の払い込みが行われない，かつ資金の国外
送金が必要な場合，外資系の投資会社の資本金
の国内での移転１８）などの場合には，外貨管理局
の審査承認書類を持参し，外国為替指定銀行あ
るいはインターバンク外国為替取引センターで
外貨を購入し対外支払いを行う。
　ここで特に注意すべきは，外資系企業の出資
金の払込は資本取引であるが，出資に対する利
益分配（配当）の対外支払は経常取引であるこ
とや，外国銀行からの外貨建て借入は資本取引
であるが，借入利息の支払いは経常取引である
ことのように，中国の外貨管理は，「外貨の受
取・支払」を「経常項目・資本金融項目」に分
類し，また「外貨預金口座」も「経常口座・資
本金融口座」に区分しているため，取引の分
類・区分を明確にする必要がある。なお，上記
の外資系企業に対する外貨管理の機能を果たす
のが１９９７年から実施し始めた「合同年度検査」
制度である。これはもともと工商行政管理局，
外貨管理局，税務総局など７つの行政管理部門
がバラバラに検査を行ってきたのを改め，合同
検査の制度を制定したものである。

３．３　外資系企業の地位と基本的特徴

３．３．１　外資直接投資導入の概況と国民経済

における外資系企業の地位

　１９９１年までの外資直接投資の状況（本シリー
ズ稿（Ⅰ），（Ⅱ）を参照されたい）と比べ，当
該時期の対中外資直接投資は急速に伸びてきた

時期である。この急速なスピードでの外資直接
投資の増大が，２００１年 WTO加盟までの時点で
の外資直接投資導入の概況と中国経済全体の中
でどのような地位にあるかを概観してみよう。
　表３－２は当該時期の外資投資状況（実行ベー
ス）を示している。当該時期の１０年間の累計額
でみると，外資投資導入総額は４,８８９.６億ドルで
ある。そのうち，直接投資形態における外資導
入が最も多く３,７９１.８億ドル，対外借款の形態は
９４５.９億ドル（２００１年を含まない），その他の形
態による投資の形態は２４２億ドルとなっており，
実行累計投資額のうち直接投資が７７.５％という
圧倒的シェアを占め，対外借款１９.３％，その他
の形態による投資４.９％となっている。９３年の外
資投入総額は３８９.６億ドルに達し，発展途上国の
中で最大の外資導入国となった１９）。直接投資額
ではアメリカに次ぐ世界第２位の直接投資受け
入れ国となった。
　本シリーズ稿（Ⅰ），（Ⅱ）と合わせてみてみ
ると，１９９２年以降の実行外資直接投資額は対外
借款額を上回り，対外借款形態による外資導入
額と直接投資形態による外資導入額の関係は構
造的転換が見られる。９２年以後直接投資形態に
よる外資導入が急速に進め，１９９６年は４００億ド
ル台を超え，さらに，アジア通貨危機に端発す
る世界経済の動揺の中にあるにもかかわらず，
１９９８年の外資直接投資額は当該時期のピークを
迎え，４５４.６億ドルとなった。通貨危機に起因す
る厳しい内外環境の中で，外資直接投資は予想
以上の成果を得たと言えよう。
　表３－３は当該期間中１０年間各年における外資
直接投資の国内総生産（GDP）及び固定資産投
資総額に占める地位を見たものである。表によ
ると，９２年には外資直接投資は国内総生産の
２.３％の割合であったが，９４年に期間中最高の
６.２％まで上昇し，２００１年にはちょうど４.０％に
まで４％台の地位を保ってきた。固定資産投資
総額に占める外資直接投資の割合は９２年には
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表３－２　外資投資状況（実行ベース）
単位：億ドル

その他の
形態によ
る投資

直接投資対外借款合　　計
年

金額金額件数金額件数金額件数

 ２.８１１０.１４８,７６４ ７９.１ ９４１９２.０４８,８５８１９９２

 ２.６２７５.１８３,４３７１１１.９１５８３８９.６８３,５９５１９９３

 １.８３３７.７４７,５４９ ９２.６ ９７４３２.１４７,６４６１９９４

 ２.９３７５.２３７,０１１１０３.３１７３４８１.３３７,１８４１９９５

 ４.１４１７.３２４,５５６１２６.７１１７５４８.０２４,６７３１９９６

７１.３４５２.６２１,００１１２０.２１３７６４４.１２１,１３８１９９７

２０.９４５４.６１９,７９９１１０.０ ５１５８５.６１９,８５０１９９８

２１.３４０３.２１６,９１８１０２.１１０４５２６.６１７,０２２１９９９

８６.４４０７.２２２,３４７１００.０－５９３.６２２,３４７２０００

２７.９４６８.８２６,１４０－－４９６.７２６,１４０２００１

注：① １９９７年からは対外証券発行額は対外借款から外され，その他の形態による投資に
入れられている。

　　② ２００１年の合計数値には対外借款は含まれていない。
出所：《中国対外経済貿易年鑑》編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑』，対外経済貿易

年鑑出版社，各年関連データより作成。

表３－３　外資直接投資の国内総生産及び固定資産投資総額に占める地位
単位：億ドル

A/C ×１００A/B ×１００固定資産総額
（C）GDP（B）直接投資額

（A）年

 ７.５２.３１,４６５.２ ４,８３０.６１１０.１１９９２

１２.１４.６２,２６８.７ ６,０１０.８２７５.１１９９３

１７.１６.２１,９７７.４ ５,４２５.５３３７.７１９９４

１５.７５.３２,３９７.２ ７,００２.８３７５.２１９９５

１５.１５.１２,７６３.３ ８,１６５.２４１７.３１９９６

１５.１５.０３,００８.６ ８,９８２.４４５２.６１９９７

１３.２４.８３,４３１.２ ９,４６３.３５４４.６１９９８

１１.２４.１３,６０６.４ ９,９１３.８４０３.２１９９９

１０.２３.８３,９７６.５１０,８０４.６４０７.２２０００

１０.４４.０４,４９６.１１１,５９０.７４６８.８２００１

注：１９９７年から，不動産投資，農村集団投資，個人投資を除き，基本建設投資，更新改
造投資及びその他固定資産投資統計は，それまでの５万元以上のものから５０万元以
上のものに変更された。本表の９６年までは旧来統計方式による数値である。

出所：国家統計局編『中国統計年鑑・２００２』，中国統計出版社，２００２年，５１頁，１７６頁，
６１２頁。



７.５％であったが，同じく９４年に期間中最高の
１７.１％まで上昇し，２００１年には１０.４％にまで
１０％台を保ってきた。
　表３－４は外資直接投資の中国工業に占める地
位を示すものである。２００１年時点で，外資系企
業の資産総額の中国全体の工業資産総額に占め
る割合は２０.９４％，外資系企業の工業総生産額が
中国全体の工業総生産額に占める割合は２８.５２％
である。また，その付加価値額の全体に占める
割合は２５.１６％，販売額の全工業販売額に占める
割合は２７.７６％，その利潤額の全工業利潤総額に
占める割合は３０.４８％，その付加価値税の全工業
付加価値税総額に占める割合は２１.５８％，外資系
企業の所得税の全工業企業所得税総額に占める
割合は１７.８６％となる。このことから，外資系企
業はすでに中国工業において大きな地歩を占め，
発展途上国としての中国国民経済における工業
の地位と言う意味を考えれば，相当に重要な地
歩を占めていることが分かる２０）。

　表３－５は当該時期における外資直接投資の産
業分布を示している。本シリーズ稿（Ⅱ）で見
てきたように，中国の産業政策や外資直接投資
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表３－４　外資系工業企業主要経済指標（２００１年）
単位：億元

外資系企業
の占める割
合（％）

外資系企業全 業 種主 要 経 済
項 目

２０.９４２８,３５４.４６１３５,４０２.４９資 産 総 額

２８.５２２７,２２０.９１９５,４４８.９８総 生 産 額

１７.８６２４６.８２１,３８２.１７所 得 税

２５.１６７,１２８.１１２８,３２９.３７付加価値税

２７.７６２６,０２２.０８９３,７３３.３４販 売 額

３０.４８１,４４２.９５４,７３３.４３利 潤 総 額

２１.５８８６７.１３４,０１８.０９支 払 義 務 
増 値 税

出所：国家統計局編『中国統計年鑑・２００２』，中国統計
出版社，２００２年，４３２～４３５頁，４５２～４５５頁，
《中国税務年鑑》編輯委員会編『中国税務年鑑・
２００２』，中国税務出版社，２００２年，５９３頁，６１４
頁より作成。

表３－５　外資直接投資の産業分布（契約金額ベース）
単位：億ドル

第三次産業第二次産業第一次産業合　　　計

年
契約金額契約件数契約金額契約件数契約金額契約件数契約金額契約件数 割合

（％）
割合
（％）

割合
（％）

３９.５２２９.４０ ８,０１９５９.４３４５.０５３９,７２８１.２ ６.７９１,０１７５８１.２４４８,７６４１９９２

４９.６５５１.９２２２,０１７４９.４５５０.５２５９,７１６１.１１１.９１１,７０４１,１１３.４６８３,４３７１９９３

４２.８３５４.１５１１,７２８５６.０４６２.９２３４,７５９１.２ ９.７２１,０６２８２６.８０４７,５４９１９９４

２８.５２５９.８０ ７,４７７６９.６６３５.６６２８,６３１１.９１７.３６９０３９１２.８２３７,０１１１９９５

２６.８１９６.５０ ５,０７７７１.６５２４.８６１８,６６７１.６１１.３９８１２７３２.７６２４,５５６１９９６

３０.２１５３.８１ ４,７０６６７.８３４５.５７１５,４８１２.１１０.６５８１４５１０.０４２１,００１１９９７

２９.６１５４.４４ ４,６４９６７.９３５３.９８１４,１０５２.３１２.０４８７６５２１.０２１９,７９９１９９８

２７.６１１３.６６ ３,６２１６８.９２８３.８５１２,５３５３.６１４.７１７６２４１２.２３１６,９１８１９９９

２２.６１４０.７８ ５,０３６７５.１４６８.１８１６,４９０２.４１４.８３８２１６２３.８０２２,３４７２０００

２０.２１３９.６７ ５,６０６７７.２５３４.４８１９,６４７２.５１７.６２８８７６９１.９５２６,１４０２００１

注：本表の産業分類は，中国の「国民経済業種分類」（GB ／ T４７５４－２００２）に基づき作成したものである。第一次産業
は農・林・牧・漁業。第二次産業は採掘業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，建築業。第三次産業は第一，二
次産業以外のその他の業種。なお，統計資料原表の業種分類の中にある「その他」項目も第三次産業に入れてある。

出所：《中国対外経済貿易年鑑》編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑』，対外経済貿易年鑑出版社，各年関連データよ
り作成。



導入政策により，全体として第二次産業と第三
次産業に集中しており，当該期間内の第二次産
業への直接投資の割合を契約ベースでみると，
９３年の４９.４％以外の年は全部半分を超え，２００１
年では７７.２％まで上昇してきた。第二次産業の
うち，製造業への直接投資は圧倒的シェアを占
めており，２００１年の状況で言えば，製造業への
直接投資額は第二次産業への直接投資額の
９１.４％で，当年直接投資総額の７０.６％にも達し
ている。
　表３－６は企業形態別でみた主要三投資形態に
よる直接投資の状況を示しているものである。
当該期間は外資導入の初歩的成長段階（１９８５～
９１年）に続いて，合弁企業形態による直接投資
の比重が大きい時期であるが，次第に直接投資
企業形態の構造的転換が現れた。実行投資額で
言えば，合弁企業形態は半分以上を占めている
のは９６年までで，その後下降傾向にあり，２００１
年までには３４.３％まで下がった。合作企業形態
はほぼ２割前後の水準で推移しているが，２０００

年からその割合が下降し始め，２００１年には
１３.６％までに下がった。一方，独資企業形態は
期間中ずっと上昇傾向にあり，２０００年のその割
合は合弁企業形態のその割合を超え，２００１年は
その割合が５２.１％までに上昇し，中国の外資直
接投資の主要企業形態となった。
３．３．２ 製造業部門における外資系企業の地位

と特徴

　中国への直接投資は主として第二次産業，な
かんずく製造業へ投資していることは上記で見
てきたとおりである。この節では製造業部門へ
の直接投資に焦点を当て，外資系企業の製造業
部門における地位と特徴を分析してみる。分析
にあたり，先行研究２１）と関連させる形で，『中
国工業経済統計年鑑』２２）の統計資料をもとに特
化指数２３）を算定し，製造業部門における外資系
企業の部門分布の構造的特徴をみてみる。
　表３－７は製造業部門における外資系企業の部
門分布の構造的特徴を示すものであるが，この
表での統計対象工業企業（上位母集団）は，す
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表３－６　企業形態別外資利用状況（実行ベース）
単位：億ドル

合 作 企 業独 資 企 業合 弁 企 業主要３形態による
直接投資の合計

年
投資金額契約件数投資金額契約件数投資金額契約件数投資金額契約件数 割合

（％）
割合
（％）

割合
（％）

１９.７２１.２２ ５,７１１２３.４ ２５.２０ ８,６９２５６.８ ６１.１５３４,３５４１０７.５７４８,７５７１９９２

１９.３５２.３７１０,４４５２４.０ ６５.０６１８,９７５５６.７１５３.４８５４,００３２７０.９１８３,４２３１９９３

２１.５７１.２０ ６,６３４２４.３ ８０.３６１３,００７５４.２１７９.３３２７,８９０３３０.８９４７,５３１１９９４

２０.４７５.３６ ４,７８７２７.９１０３.１７１１,７６１５１.７１９０.７８２０,４５５３６９.３１３７,００３１９９５

１９.６８１.０９ ２,８４９３０.４１２６.０６ ９,０６２５０.０２０７.５５１２,６２８４１４.７０２４,５３９１９９６

２０.０８９.３０ ２,３７３３６.３１６１.８８ ９,６０２４３.７１９４.９５ ９,００１４４６.１３２０,９７６１９９７

２１.８９７.１９ ２,００３３７.０１６４.７０ ９,６７３４１.２１８３.４８ ８,１０７４４５.３７１９,７８３１９９８

２０.８８２.３４ １,６５６３９.２１５５.４５ ８,２０１４０.０１５８.２７ ７,０５０３９６.０６１６,９０７１９９９

１６.４６５.９６ １,７５７４７.９１９２.６４１２,１９６３５.７１４３.４３ ８,３７８４０２.０３２２,３３１２０００

１３.６６２.１２ １,５８９５２.１２３８.７３１５,６４３３４.３１５７.３９ ８,８９３４５８.２４２６,１２５２００１

出所：《中国対外経済貿易年》編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑』，対外経済貿易年鑑出版社，各年関連データより
作成。



べての国有企業と売上高５００万元以上の非国有企
業である。なお，採掘業分門とガス・水道部門
を合わせて工業生産総額の１％ぐらいしか占め
ないので，統計から外してある。
　これによると，９５年の総生産高，付加価値額，

売上高三指標のいずれにおいても特化指数が２
を上回り，外資系企業の最も特化率の高い部門
は「電子及び通信設備」である。「アパレル」，
「皮革・毛皮・羽毛製品」，「文化・教育・体育
用品」，「科学機器・計器，事務用機械」の４部
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表３－７　外資系工業企業主要部門の特化指数

２００１年外資系企業特化指数１９９５年外資系企業特化指数
業　　種

売上高付加価値額総生産額売上高付加価値額総生産額

０.８４０.８２０.７９１.１１１.２３１.０５食 品 加 工

１.４３１.４９１.３４１.５９１.９３１.５５食 品 製 造

１.０４１.０１１.００１.３７１.２７１.２０飲 料

０.０２０.０２０.０２０.０３０.０３０.０３タ バ コ

０.７４０.８００.７３０.９４１.２１０.９２紡 織

１.６０１.６７１.５３２.６６２.９９２.５７ア パ レ ル

１.８６１.９２１.８２２.８３３.０６２.７５皮革・毛皮・羽毛製品

１.０１０.９７０.９６１.４３１.４７１.４５木 材 加 工

１.５９１.６５１.５２１.６０１.６６１.５３家 具

１.１３１.１２１.０５０.８９０.９５０.８７製 紙 及 び 紙 製 品

１.１８１.１８１.１２０.９６０.９８０.９２印 刷

２.０６２.２２２.００２.６５２.４２２.５７文化・教育・体育用品

０.３１０.３８０.３００.０７０.０４０.０７石油加工・コークス

０.７４０.８４０.７３０.６６０.８１０.６８化 学

０.７５０.８６０.７４０.９６１.５３１.００医 薬 品

０.７２０.９５０.７４０.６６０.６００.７１化 学 繊 維

１.２４１.３３１.１６１.３１１.３９１.２８ゴ ム

１.５０１.６３１.４６１.７３１.８６１.７１プ ラ ス チ ッ ク

０.６６０.７００.６４０.６００.７００.６０非 金 属 鉱 物

０.２７０.２３０.２７０.３３０.２８０.３２鉄 及 び 関 連 金 属

０.４００.３３０.４００.６５０.６００.６５非 鉄 金 属

１.２６１.２６１.１９１.３９１.４１１.３７金 属 製 品

０.７７０.８６０.７３０.７６０.８６０.７３一 般 機 械

０.６４０.６３０.５９０.４７０.６００.４５専 門 設 備

１.０８１.１８１.０３１.３２１.４０１.２６交 通 ・ 運 輸 設 備

１.１５１.１９１.１１１.２６１.３８１.２５電気機械及び機材

２.５２２.４８２.４６３.１８３.５１３.０８電子及び通信設備

２.０４１.８１１.９４２.０３２.２０２.０３科学機器・計器，事務用機械

０.３５０.６１０.５９０.５６０.７３０.７１電 力

出所： 国家統計局工業交通統計司編『中国工業経済統計年鑑・１９９５』，中国統計出版社，１９９５年，４１５～４１７頁，
４２４～４２５頁。



門もいずれの指標も２を超えており，かなり高
い特化の状況を示す。１≦ SDI ＜２ の特化度の中
で比較的高いのが「食品製造」，「家具」，「プラ
スチック」部門で，「飲料」，「木材加工」，「ゴ
ム」，「金属製品」，「交通・運輸設備」，「電気機
械及び機材」等の部門は普通程度の分業を担っ
ていることが分かる。
　９５年の状況と比べ，２００１年は「文化・教育・
体育用品」と「電子及び通信設備」部門の特化
度は９５年より下がってきているが，三指標のい
ずれにおいても２を上回り，依然としてかなり
高い特化の状況を示している。「アパレル」，「皮
革・毛皮・羽毛製品」，「科学機器・計器，事務
用機械」の３部門は９５年よりいずれも特化度が
下がってきている状況が確認され，全体的には
特化度が２を割り込んでいる。２００１年において
１≦ SDI ＜２ の特化度の範囲内の部門で，上記以
外の部門で特化度比較的高いのは「食品製造」，
「家具」，「プラスチック」部門であるが，いずれ
も９５年より特化度が下がってきている。１≦ SDI
 ＜２ の特化度の範囲で特化度の比較的低位にあ
る部門「飲料」，「ゴム」，「金属製品」，「交通・
運輸設備」，「電気機械及び機材」部門の特化度
が下がっているものの，普通程度の特化の地位
を維持しているが，「食品加工」と「木材加工」
の２部門は２００１年にはその地位を失っている。
　９５年に外資系企業の特化度が１未満，すなわ
ち SDI ＜１ の部門で２００１年はその特化度の昇が
みられる部門は「製紙及び紙製品」，「印刷」，
「石油加工・コークス」，「化学」，「化学繊維」，
「専門設備」の６部門である。
　特化指数は全体の業種別構造と外資系企業の
業種別構造の乖離度を示すものである。次に売
上高から見る各業種に占める外資系企業の地位
を見てみよう。表３－８は各業種における外資系
企業のマーケットシェアを見たものである。売
上高における特化指数との関係でみれば，９２年
に比べ２００１年に特化度が下がったにもかかわら

ず，マーケットシェアの上昇した業種は，上記
外資系企業の特化度がかなり高い「文化・教
育・体育用品」，「電子及び通信設備」，「皮革・
毛皮・羽毛製品」，「科学機器・計器，事務用機
械」の４業種である。「アパレル」に関しては，
外資系企業の絶対額の上昇はあったものの，当
該部門の国内資本企業の相対的地位が上昇し，
外資系企業の地位が下がった分野に属する業種
である。
　１≦ SDI ＜２ の特化度の範囲にある業種で，９２
年に比べ２００１年に特化度が下がったにもかかわ
らず，マーケットシェアが上昇した業種は，
「食品加工」，「食品製造」，「飲料」，「木材加
工」，「ゴム」，「プラスチック」，「金属製品」，
「交通・運輸設備」，「電気機械及び機材」などで
ある。
　一方，特化度 SDI ＜１ の範囲で，すなわち外
資系企業は当該業種への進出は特化していない
分野で，９５年に比べ，２００１年に特化度とマー
ケットシェアの同時上昇がみられる業種は，「製
紙及び紙製品」，「印刷」，「石油加工・コーク
ス」，「化学」，「化学繊維」，「非鉄金属鉱物」，
「専門設備」である。９５年に比べて特化度とマー
ケットシェアの同時下降した業種は「紡織」，
「非鉄金属」，「電力」の３業種のみである。
　マーケット参入度を見る場合の基準として，
マーケットシェアが３０％を超えるか否かが高い
か否かをみる場合のほぼ目処されているようで
ある２４）ので，この基準に合わせてみると，２００１
年に外資系企業のマーケットシェアが３０％を超
えるのは，「電子及び通信設備」（７３.７７％），「文
化・教育・体育用品」（６０.３２％），「科学機器・
計器，事務用機械」（５９.６４％），「皮革・毛皮・
羽毛製品」（５４.４２％），「アパレル」（４６.７７％），
「家具」（４６.５８％），「プラスチック」（４３.９９％），
「食品製造」（４１.８３％），「金属製品」（３６.８５％），
「ゴム」（３６.２１％），「印刷」（３４.５６％），「電気機
械及び機材」（３３.７９％），「製紙及び紙製品」
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（３２.９８％），「交通・運輸設備」（３１.５３％），「飲
料」（３０.５６％）である。
　２００１年のマーケットシェアは３０％以下で，９５

年に比べて上昇してきている業種は，「食品加
工」（３.４５％上昇），「紡織」（３.９２％同），「木材
加工」（２.３３％同），「石油加工・コークス」
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表３－８　外資系工業企業の市場占有率
単位：億元

２００１年１９９２年

業　　種 外資系企業の
マーケット
シェア（％）

外資系企業
売上高全国売上高

外資系企業の
マーケット
シェア（％）

外資系企業
売上高全国売上高

２９.２６２５,３９０.６９８６,７８０.０４１９.１１１０,１１６.３１５２,９３６.２１全 国 総 額

２４.６０９４０.４９３,８２３.５１２１.１５６０５.８３２,８６３.９６食 品 加 工

４１.８３６３５.４８１,５１９.０２３０.４８２８３.２９９２９.４４食 品 製 造

３０.５６５２７.７９１,７２７.２１２６.２０２８４.９９１,０８７.６０飲 料

 ０.６９１２.１９１,７５６.９７ ０.５６５.５６９９４.４８タ バ コ

２１.８０１,１３５.４０５,２０９.１０１７.８８７６１.３４４,２５７.０１紡 織

４６.７７１,１２９.９８２,４１５.９７５０.８１６８４.１３１,３４６.４２ア パ レ ル

５４.４２７７７.０８１,４２７.９１５４.１４４８２.８６８９１.９５皮革・毛皮・羽毛製品

２９.６０２００.２８６７６.７２２７.２７９９.６０３６５.２８木 材 加 工

４６.５８１９０.８２４０９.６２３０.６７６１.６６２０１.０３家 具

３２.９８５５５.８７１,６８５.４０１７.０１１６３.８８９６３.５５製 紙 及 び 紙 製 品

３４.５６２３４.７７６７９.２５１８.２６７０.６４３８６.８３印 刷

６０.３２３８８.６３６４４.２５５０.７１１７７.８３３５０.６７文化・教育・体育用品

 ９.０３４１７.９５４,６２９.３４１.４１２８.８９２,０４７.４２石油加工・コークス

２１.６９１,３０８.９５６,０３３.８０１２.６２４５３.３６３,５９２.１０化 学

２１.９６４２２.５５１,９２４.３９１８.２８１６５.００９０２.６７医 薬 品

２１.０２２０１.２０９５７.２９１２.６５９９.０８７８２.９８化 学 繊 維

３６.２１２９１.８３８０６.０２２４.９８１４７.２３５８９.３９ゴ ム

４３.９９８９７.５７２,０４０.５９３３.０５３４５.８８１,０４６.６７プ ラ ス チ ッ ク

１９.３２７０９.３９３,６７１.１０１１.４０３１６.３７２,７７４.３９非 金 属 鉱 物

７.９４４４４.６７５,６００.６５ ６.２３２３４.６２３,７６３.７６鉄 及 び 関 連 金 属

１１.８１２６７.０５２,２６０.６２１２.５１１６１.０７１,２８７.１９非 鉄 金 属

３６.８５９７１.１６２,６３５.４９２６.６４４０３.７５１,５１５.６２金 属 製 品

２２.５８７２７.５６３,２２２.１１１４.５０３１９.３９２,２０２.１０一 般 機 械

１８.８７４０７.２５２,１５８.２８ ８.９５１４７.１３１,６４３.３４専 門 設 備

３１.５３１,９６１.６１６,２２０.４６２５.２１８０３.２０３,１８５.４９交 通 ・ 運 輸 設 備

３３.７９１,７２３.４４５,０９９.９０２４.１７５９９.２８２,４７９.０２電気機械及び機材

７３.７７６,５６５.１０８,８９９.５１６０.８０１,４７４.２４２,４２４.５５電子及び通信設備

５９.６４５５６.５４９３３.２３３８.８３１６１.７９４１６.６７科学機器・計器，事務用機械

１０.２２７８８.０９７,７１２.３３１０.７１３２９.４７３,０７５.８３電 力

出所：表３－６と同じ。



（７.６２％同），「化学」（９.０７％同），「医薬品」
（９.３４％同），「化学繊維」（８.３７％同），「非金属
鉱物」（７.９２％同），「鉄及び関連金属」（１.７１％
同），「一般機械」（８.０８％同），「専門設備」
（９.９２％同）である。統計に挙げている２９業種の
うち，９５年に比べ，２００１年にマーケットシェア
が上昇している業種は２６業種で，反対に下がっ
ている業種は３業種のみである。
　特化度，マーケットシェア及び両者の関連か
らみた上記の外資系企業の工業部門別の進出状
況により，次のような傾向的特徴をまとめるこ
とができよう。
　①　従来特化度の極めて高かったか，相対的
に特化度の高かった部門である「電子及び通信
設備」，「アパレル」，「皮革・毛皮・羽毛製品」，
「文化・教育・体育用品」「科学機器・計器，事
務用機械」等の部門が依然として高い特化度を
もつ地位にあること。
　②　これまで特化度の極めて高かった部門，
あるいは相対的に特化度の高かった部門の特化
度が下降してきている。特に「電子及び通信設
備」部門は他の業種と隔絶した極めてと出した
特化の状況（三指標とも３を超えている）から
変わった。
　③　特化度が１未満の部門である「化学」，
「専門設備」，「非金属鉱物」，「石油加工・コー
クス」などの重化学工業部門は，程度の差はあ
るが，特化度の上昇がみられる。「製紙及び紙製
品」と「印刷」と言った軽工業部門の特化度が
高まる動きがみられ，２００１年に特化度は１を超
える水準となった。
　④　統計で上がっている２９業種のうち，全体
の動向から見ると，一部の動きを除けば特化度
が平準化している傾向がみられ，特化度の上昇，
下降のいずれの場合でも，マーケットシェアの
上昇がみられる業種がほとんどである。
　⑤　「化学繊維」，「製紙及び紙製品」，「石油
加工・コークス」，「化学」，「専門設備」等の業

種の特化度とマーケットシェアの上昇は，外資
導入政策の影響を大きく反映したものであると
思われる。
３．３．３　製造業部門における外資系企業の貿易

参入

　外資直接投資導入政策と並行で推進される貿
易の促進は外資系企業の参入により，その効果
が顕著であった。この項目では，外資系企業の
貿易への参入状況を一瞥したい。
　表３－９は当該期間における外資系企業の輸出
入状況を示している。表で示しているように，
外資系企業の貿易への参入は飛躍的であり，９２
年は輸出入総額に占める外資系企業の割合は
１４.３３％に対して，２００１年には５０.８２％となり，
中国の輸出入貿易総額の半分を超える水準に達
する。輸出では９２年の２０.４３％から２００１年の
５０.０５％までに上昇し，約２.５倍増であった。外
資系企業の貿易への参入による貿易全体への促
進作用は，外資系企業の輸出入増加率の貿易全
体の輸出入増加率対する寄与度と寄与率からも
読み取れる。
　表３－１０は外資系企業の輸出増加率が全体の輸
出増加率に対する寄与度及び寄与率を示してい
る。表をみると，期間中において，９３，９６，９８
年の３つの年の外資系企業の輸出の寄与率は
１００％を超えており，それぞれの年の輸出寄与度
はその年の輸出増加率をはるかに超えている。
例えば，１９９３年，全国の輸出の増加は８.０１ポイ
ントであるのに対して，外資系企業の輸出寄与
度は９.２８ポイントで，その結果，当年の外資系
企業の輸出寄与率は１１５.８３％となった。同様に，
１９９８年，全国の輸出の増加はわずか０.５６ポイン
トであるのに対して，外資系企業の輸出寄与度
は３.３４ポイントで，その結果，当年の外資系企
業の輸出への寄与率は５９６.０７％となった。
　本稿冒頭で述べたように，９４年の為替改革，
９６年のIMFの８条国移行等対外貿易政策に大き
な調整が行われた結果，外資系企業の輸出が大
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幅に上昇し，９６年輸出額対前年１４６.３４億ドル増
であった。これに対し，国内資本企業の当年の
輸出額は対前年１２３.６６億ドル減となっていた。
９７年のアジア通貨危機の影響を受け，９８年の輸
出総額は対前年わずか１０.６億ドル増に対し，外
資系企業の９８年の輸出額は対前年６０.６２億ドル増
で，国内資本企業は５０.０２億ドルの減を見せた。
この数値を意味するところは，外資系企業の輸
出が急速に増加してきていると同時に，国内資
本企業の輸出が大幅に下降し，マイナス増加を
見せ，結果として，外資系企業は当該年の全輸
出増加分を確保したうえさらに国内資本企業に
よるマイナス部分をも埋めた格好を示している。
　外資系企業の貿易への参入は急速に拡大して
きていることは上記の通りである。２００１年の状
況で言えば，輸出，輸入ともに当年の輸出と輸
入のそれぞれの総額の半分を超える状況である。
このように急速に拡大する外資系企業の貿易へ
の参入は，貿易形態別と外資系企業別でその参
入状況を確認すると，まず，総輸出額に占める
加工貿易の割合は５５.４％（委託加工・組立貿易
１５.８７％，輸入加工貿易３９.５３％）で，通常貿易
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表３－９　外資系企業の輸出入状況
単位：億ドル，％

輸　　　入輸　　　出輸 出 入
年

割　合金　額割　合金　額割　合金　額

 ７.９１６３.７１２０.４３１７３.５６１４.３３２３７.２７１９９２

４０.２４４１８.３３２７.５１２５２.３７３４.２７６７０.７０１９９３

４５.７９５２９.３４２８.６９３４７.１３３７.０４８７６.４７１９９４

４７.６５６２９.４３３１.５１４６８.７６３９.１０１,０９８.１９１９９５

５４.４６７５６.０４４０.７２６１５.０６４７.３０１,３７１.１０１９９６

５４.５９７７７.２１４０.９８７４９.００４６.９４１,５２６.２１１９９７

５４.７１７６７.１７４４.０５８０９.６２４８.６６１,５７６.７９１９９８

５１.８３８５８.８４４５.４７８８６.２８４８.３９１,７４５.１２１９９９

５２.１０１,１７２.７３４７.９３１,１９４.４１４９.９１２,３６７.１４２０００

５１.６６１,２５８.４３５０.０５１,３３２.１８５０.８２２,５９０.６１２００１

出所：《中国対外経済貿易年鑑》編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑』，対外経済貿易年鑑
出版社，各年関連データより作成。

表３－１０ 輸出増加率に対する外資系企業の輸出寄
与率と寄与度

単位：％

外資系企業
の輸出寄与
度注２

外資系企業
の輸出寄与
率注１

輸出増加率年

 ７.３９ ４０.５４１８.２３１９９２

 ９.２８１１５.８３ ８.０１１９９３

１０.３３ ３２.３８３１.９ １９９４

１０.０５ ４３.７９２２.９５１９９５

 ９.８ ６４５.０６ １.５２１９９６

 ８.８７ ４２.１９２１.０２１９９７

 ３.３４５９６.０７ ０.５６１９９８

 ４.１７ ６８.９３ ６.０５１９９９

１５.８１ ５６.７８２７.８４２０００

 ５.５３ ８１.２７ ６.８ ２００１

注１： 寄与度とは，他の内訳が変化しないものとし
た場合に，ある特定の内訳の増減が，全体を
どれだけ増減させたかを表す。なお，各内訳
の寄与度の合計は全体の伸び率と一致する。

注２： 寄与率とは，ある特定の内訳の増減の全体の
増減に対する構成割合，又は，各内訳の寄与
度が全体の伸び率に占める割合を示す。な
お，各内訳の寄与率の合計は１００パーセント
となる。

出所： 《中国対外経済貿易年鑑》編輯委員会編『中
国対外経済貿易年鑑』，対外経済貿易年鑑出
版社，各年関連データより作成。



の比率（４２.０５％）を上回って，中国の貿易の中
で首位の位置にあること注目される。そして，
輸出総額の半分を超える加工貿易形態による輸
出額の中に，外資系企業はその７２.２９％を占め，
国有企業は２４.３５％を占めている。さらに外資系
企業の輸出総額に占める加工貿易形態（委託加
工・組立貿易と輸入加工貿易を含む）による輸

出の割合は８０.０１％である。このような状況か
ら，外資系企業は中国の貿易への参入は加工貿
易形態によるものが主であることが分かる。
　二大主要貿易形態のもう一つの一般貿易形態
の場合については，一般貿易形態による輸出貿
易総額に占める外資系企業の割合は２１.５２％であ
るに対し，国有企業は６５.７６％となっている。さ
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表３－１１　貿易形態別企業性格別輸出構造（２００１年）
単位：千ドル・％

その他CE
FIE

SOE合　計
企業性格 
区分

貿易形態 FOEEJVCJV小　計

５,４６２,６９０１４,２２３,１４９６８,９７１,７８７５４,０８５,９４４１０,１７７,３３２１３３,２３５,０６４１１３,２３３,７３３２６６,１５４,６３５
総 額

２.０５５.３４２５.９１２０.３２３.８２５０.０６４２.５４１００.００

４,６１４,７９９９,６２２,０９２７,９０７,４９３１４,０２４,７３０２,１４９,７８９２４,０８２,０１２７３,５９７,４５９１１１,９１６,３６２
通 常 貿 易

４.１２８.６０７.０７１２.５３１.９２２１.５２６５.７６１００.００

１００,２３７１,８２６,８９９７,７６２,７９１４,９００,２９５１,６８１,３９６１４,３４４,４８１２５,９６１,０７６４２,２３２,６９３委託加工・
組 立 貿 易 ０.２４４.３３１８.３８１１.６０３.９８３３.９７６１.４７１００.００

４２６,３２１２,６０１,２９８５２,０８３,８９８３３,９０２,６８８６,２６５,７７７９２,２５２,３６３９,９４１,２２７１０５,２２１,２１０輸 入 加 工 
貿 易 ０.４１２.４７４９.５０３２.２２５.９５８７.６７９.４５１００.００

３２１,３３４１７２,８６０１,２１７,６０６１,２５８,２３１８０,３７０２,５５６,２０８３,７３３,９７０６,７８４,３７１
その他合計

４.７４２.５５１７.９５１８.５５１.１８３７.６８５５.０４１００.００

注：SOE ＝ State-owned Enterprises（国有企業），FIE ＝ Foreign-invested Enterprises（外資系企業），CJV ＝ Sino-foreign 
Contractual Joint Venture（中外合作企業），EJV ＝ Sino-Foreign Equity Joint Venture（中外合弁企業），FOE ＝ 
Foreign-owned Enterprises（外資独資企業），CE ＝ Collective Enterprises（集団企業）。

出所： General Administration of Customs of the People’s Republic of China., China’s Customs Statistics（Monthly）, 
December ２００１（Series No.１４８）, Economic Information & Agency, Hong Kong, p. １４より作成。

表３－１２　企業性格別貿易形態別輸出構造（２００１年）
単位：千ドル・％

その他CE
FIE

SOE合　計
企業性格 
区分

貿易形態 FOEEJVCJV小　計

５,４６２,６９０１４,２２３,１４９６８,９７１,７８７５４,０８５,９４４１０,１７７,３３２１３３,２３５,０６４１１３,２３３,７３３２６６,１５４,６３５
総 額

１００.００１００.００１００.００１００.００１００.００１００.００１００.００１００.００

４,６１４,７９９９,６２２,０９２７,９０７,４９３１４,０２４,７３０２,１４９,７８９２４,０８２,０１２７３,５９７,４５９１１１,９１６,３６２
通 常 貿 易

８４.４８６７.６５１１.４６２５.９３２１.１２１８.０７６５.００４２.０５

１００,２３７１,８２６,８９９７,７６２,７９１４,９００,２９５１,６８１,３９６１４,３４４,４８１２５,９６１,０７６４２,２３２,６９３委託加工・
組 立 貿 易 １.８３１２.８４１１.２６９.０６１６.５２１０.７７２２.９３１５.８７

４２６,３２１２,６０１,２９８５２,０８３,８９８３３,９０２,６８８６,２６５,７７７９２,２５２,３６３９,９４１,２２７１０５,２２１,２１０輸 入 加 工 
貿 易 ７.８０１８.２９７５.５１６２.６８６１.５７６９.２４８.７８３９.５３

２３２,５７６１３１,６１６１,２１７,０９０１,２５２,５５０２４,９１６２,４９４,５５８３,１９８,３９１６,０５７,１４０
その他合計

４.２６０.９３１.７６２.３２０.２４１.８７２.８２２.２８

出所：表３－１０と同じ。



らに，国有企業の輸出貿易総額の中で，一般貿
易形態による割合は６５.０％で，加工貿易形態に
よる割合は３１.７１％となっている。すなわち，貿
易形態別と企業性格別で中国の輸出貿易の状況
は，国有企業と外資系企業との間に貿易形態上
の構造的特徴が明確に現れていることが読み取
れる。
　上記の分析により，中国の貿易形態上の輸出
入構造と中心的担い手について，主に以下のよ

うな特徴と問題が見出される。
①　加工貿易形態を中心とする貿易形態が貿
易の主軸となる展開が明らかになってい
ること。

　中国では，いわゆる通常貿易と区別されて行
われてきたこの種の機動性変則貿易―加工貿易
形態は，当該時期の中国の貿易の中心的な貿易
形態となっている。発展途上国である中国に
とって，この種の貿易形態による経済発展への
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表３－１３　貿易形態別企業性格別輸入構造（２００１年）
単位：千ドル・％

その他CE
FIE

SOE合　計
企業性格 
区分

貿易形態 FOEEJVCJV小　計

６,２０２,７９１７,９９８,９１２６１,７５３,９１９５６,３７１,４４６７,７３７,５３６１２５,８６２,９０１１０３,５４８,８８８２４３,６１３,４９２
総 額

２.５５３.２８２５.３５２３.１４３.１８５１.６６４２.５１１００.００

３,８５８,５０３５,０１７,７３２６,１２１,０６４２２,８７３,９４３１,３２７,６１３３０,３２２,６２１７４,２７１,６１５１１３,４７０,４７１
通 常 貿 易

３.４０４.４２５.３９２０.１６１.１７２６.７２６５.４５１００.００

７５,６６７１,１５８,４２１５,８８９,５０２３,５９０,６３７１,２８０,５０１１０,７６０,６４０１６,８６８,１４２２８,８６２,８７１委託加工・
組 立 貿 易 ０.２６４.０１２０.４１１２.４４４.４４３７.２８５８.４４１００.００

１７１,２０３１,０８４,２０８３５,９７３,３４９１９,３４７,５５４４,２１９,６０１５９,５４０,５０４４,３２４,０５９６５,１１９,９７３輸 入 加 工 
貿 易 ０.２６１.６６５５.２４２９.７１６.４８９１.４３６.６４１００.００

２,０９７,４１９７３８,５４９１３,７７０,００４１０,５５９,３１１９０９,８２１２５,２３９,１３５８,０８５,０７０３６,１６０,１７６
その他合計

５.８０２.０４３８.０８２９.２０２.５２６９.８０２２.３６１００.００

出所：表３－１１と同じ，１５頁より作成。

表３－１４　企業性格別貿易形態別輸入構造（２００１年）
単位：千ドル・％

その他CE
FIE

SOE合　計
企業性格 
区分

貿易形態 FOEEJVCJV小　計

６,２０２,７９１７,９９８,９１２６１,７５３,９１９５６,３７１,４４６７,７３７,５３６１２５,８６２,９０１１０３,５４８,８８８２４３,６１３,４９２
総 額

１００.００１００.００１００.００１００.００１００.００１００.００１００.００１００.００

３,８５８,５０３５,０１７,７３２６,１２１,０６４２２,８７３,９４３１,３２７,６１３３０,３２２,６２１７４,２７１,６１５１１３,４７０,４７１
通 常 貿 易

６２.２１６２.７３９.９１４０.５８１７.１６２４.０９７１.７３４６.５８

７５,６６７１,１５８,４２１５,８８９,５０２３,５９０,６３７１,２８０,５０１１０,７６０,６４０１６,８６８,１４２２８,８６２,８７１委託加工・
組 立 貿 易 １.２２１４.４８９.５４６.３７１６.５５８.５５１６.２９１１.８５

１７１,２０３１,０８４,２０８３５,９７３,３４９１９,３４７,５５４４,２１９,６０１５９,５４０,５０４４,３２４,０５９６５,１１９,９７３輸 入 加 工 
貿 易 ２.７６１３.５５５８.２５３４.３２５４.５３４７.３１４.１８２６.７３

２,０９７,４１９７３８,５４９１３,７７０,００４１０,５５９,３１１９０９,８２１２５,２３９,１３５８,０８５,０７０３６,１６０,１７６
その他合計

３３.８１９.２３２２.３０１８.７３１１.７６２０.０５７.８１１４.８４

出所：表３－１２と同じ。



寄与度が高いということは，中国よりも経済的
に発展した国あるいは地域の経済諸力と現段階
における中国の経済的条件とを結合する形で展
開されているといえよう。
②　加工貿易のうち輸入加工貿易形態による
貿易の比重が大きな地位を占めているこ
と。

　前述したように，加工貿易形態は，委託加
工・組立貿易形態と輸入加工貿易形態の二つの
貿易形態のものに分かれるが，対外開放の当初
の段階では，中国の国内資本企業が固有の設備
投資を必要とせず，マーケティング努力も必要
がなく，流動資金も必要としないで，専ら外国
側資本主体活動の一環として，その主導の下で
行われてきた委託加工・組立貿易形態の貿易が
急速に伸びたが，８０年代の最後の段階で輸入加
工貿易と地位が交代した。２００１年では，輸入加
工貿易による輸出額の総輸出額に占める割合は
３９.５３％を占め，輸入を含めた輸出入額が国全体
の総輸出入額に占める割合は３３.４２％までに高
まってきている。
③　加工貿易の中心的担い手は外資系企業で，
通常貿易の中心的担い手は中国国内資本
企業であるという鮮明な特徴が現れてい
ること。

　通常貿易と加工貿易の二形態における国内資
本企業の地位と外資系企業の地位について，加
工貿易に関する状況はすでに上述した通りであ
る。通常貿易に関しては，表３－１１で示している
ように，通常貿易による輸出総額のうち，国有
企業が占める割合は６５.７６％で，外資系企業が占
める割合は２１.５２％である。通常貿易による輸入
総額のうち，国有企業が占める割合は６５.４５％
で，外資系企業が占める割合は２６.７２％であり，
いずれにおいても国内資本企業が通常貿易の主
要な担い手になっている。
④　加工貿易については，外資系企業が輸入
加工貿易を中心としているのに対して，

国有企業は委託加工・組立貿易のほうに
比重をおいている段階にあること。

　上でみたように，輸入加工貿易における外資
系企業の占める地位は極めて高いが，委託加
工・組立貿易における外資系企業の地位はそれ
ほど高くない。国有企業の場合は外資系企業と
逆の構造的関係にある。すでに②でみたように，
委託加工・組立貿易形態に従事する企業は専ら
外国側資本主体活動の一環となっており，その
主導の下で加工生産を行っている。一方，輸入
加工貿易では，外国からより優れた原材料，部
品を輸入し，中国国内で調達された一部原材料，
部品をこれに組み込み，多くの資金を基礎とし
て，よりすぐれた資本設備，より合理的な経営
管理，品質保証とブランド確立，マーケティン
グによって，国際競争力の高い製品を生産し輸
出することが目指される。中国側もこの利点を
利用して輸出振興を図るため，前述した優遇政
策を実施しているわけである。しかし，注目す
べきは，輸入加工貿易の中で最も多くを担当し
ているのは外資独資企業で，合弁企業の担当分
と合わせると輸出で８１.７２％，輸入で８４.９５％を
占める点である。
　２００１年の輸出のいずれにおいても中国の貿易
額は世界輸出入の第６位にあり，貿易大国と言
われている。しかし，上述のような状況からす
れば，そのことは必ずしも貿易強国であること
を意味しているわけではない。工業製品が中国
の主要出品になっているとはいえ，その多くは
第一次産品の加工品であり，ハイテク製品の輸
出総額に占める比率は１７.５％にすぎない。加工
貿易を中心とする輸出品のほとんどは労働集約
型加工で，付加価値率は極めて低い。中国の
DVDプレーヤー業界の生産量は世界的にも
トップレベルにあるが，国内資本企業が日米欧
企業に支払う特許料は一台につき２０ドル（約
２,４００円）近い２５），特許料を支払うとほとんど利
益が出ないという２６）状況である。
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　本シリーズ稿は中国の外資直接投資について
議論を展開している。貿易の発展状況そのもの
については深入りして議論しないが，外資系企
業の貿易参入という視点から言えば，上述のよ
うな状況からすれば，中国の貿易の推進主体の
中心は外資系企業であることを言わざるを得な
い。国有企業と外資系企業の間，商品企画，生
産，流通を含む全体の格差は大きい。このこと
の中身は静態的次元において存在すると同時に，
動態的次元においても作用するから，効果は累
積的となる可能性があり，看過するあたわざる
内容を含む２７）。WTO加盟に向け，新たな世界
政治経済環境を直面する中，外資系企業の中国
経済における地位と役割を踏まえて，新しい段
階での外資直接投資導入の実態を本シリーズ稿
の最終回でまとめることにしたい。
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済論と戦略政策』，第六章，溪水社，２００６年。
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ウェイトが全体に比べ大きいことを意味する。例

 えば生産特化指数   の場合，jは
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SDI
GIP GIP
GIP GIP

ij j

i

=
/
/
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の方法で算定する。
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